




ま え が き

　昨年は、新型コロナウイルスの感染症法上の位置づけが第５類に移行し、経済活動の上昇が期待
される中、令和６年１月１日に発生した能登半島地震による深刻な被害が、被災地域の経済活動を
下押ししました。また、近年の異常気象による豪雨や土砂災害に加え、依然として続く物価の高騰
など国民生活や社会経済活動への影響は計り知れません。
　自動車整備業にあっては、カーボンニュートラル実現に向け電気自動車やハイブリッド車など次
世代自動車への移行が進み、今後は安全運転支援システムの標準化や自動運転レベルの向上、先進
技術を搭載した自動車が急速に普及するなど、自動車技術は日々進化を続けており、従来の技術と
併せて高度な技術の習得が急務となっております。
　進化を続ける自動車の先進安全技術への対応を目的に道路運送車両法が改正され、従来の「分解
整備」が「特定整備」に改められるなど、電子制御装置整備の認証制度が令和２年４月に施行され
ました。「特定整備」への認証取得経過措置期間も令和６年３月末で終了し、OBD検査やOBD確
認に対応するための事業場の環境整備が求められている中、今後の目まぐるしい業界の変化にも対
応していかなければなりません。
　本資料は、OBD検査やOBD確認にも対応した整備主任者法令研修資料として行政のご指導や
ご助言をもとに編さんいたしました。整備主任者はもとより整備にかかわる整備士の方々において
も本資料を有効に活用され、今後の事業適正化運営と整備事業の健全な発展に寄与することを切望
いたします。

　令和 6年 9月

自動車整備振興会関東ブロック連絡協議会

会長　喜　谷　辰　夫
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Ⅰ．自動車特定整備事業の業務について

１．自動車特定整備事業者（認証工場）の遵守事項

　自動車特定整備の認証を受けた事業者は、以下の法で定められた事項及び施行規則で定められた
事項に遵い守らなければなりません。

道路運送車両法 （昭和26年６月１日法律第85号）
（標識）第89条
自動車特定整備事業者は、事業場において、公衆の見やすいように、国土交通省令で定める様式
の標識を掲げなければならない。

若草色 橙黄色または

（自動車特定整備事業者の義務）第90条
自動車特定整備事業者は、特定整備を行う場合においては、当該自動車の特定整備に係る部分が
保安基準に適合するようにしなければならない。

（保安基準とは・・・）
自動車の構造、装置、乗車定員と最大積載量につい
て技術的な基準を定めた国土交通省令

（特定整備記録簿）第91条
自動車特定整備事業者は、特定整備記録簿を備え、特定整備をしたときは、これに次に掲げる事
項を記載しなければならない。
第１号　 登録自動車にあっては自動車登録番号、第60条第１項後段の車両番号の指定を受けた自

動車にあっては車両番号、その他の自動車にあっては車台番号
第２号　特定整備の概要
第３号　特定整備を完了した年月日
第４号　依頼者の氏名又は名称及び住所
第５号　その他国土交通省令で定める事項
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第２項
自動車特定整備事業者は、当該自動車の使用者に前項各号に掲げる事項を記載した特定整備記
録簿の写しを交付しなければならない。

第３項
特定整備記録簿は、その記載の日から２年間保存しなければならない。

（設備の維持等）第91条の２
自動車特定整備事業者は、当該事業場に関し、第80条第１項第１号の規定による基
準に適合するように設備を維持し、及び従業員を確保しなければならない。

１．作業場等面積
・屋内作業場
・電子制御装置整備点検整備作業場
・部品整備作業場
・車両置場

２．作業機械等
検車装置、ジャッキ、
トーインゲージ、
整備用スキャンツール
　　　　　　　　　等

３．要員
・整備主任者
・整備士の
　保有率1/4
　以上

（遵守事項）第91条の３
自動車特定整備事業者は、第89条から前条までに定めるもののほか、自動車の整備についての技
術の向上、適切な点検及び整備の励行の促進その他自動車特定整備事業の業務の適正な運営を確
保するために国土交通省令で定める事項を遵守しなければならない。

① 登録番号又は車両番号、車
台番号
②特定整備の概要
③特定整備を完了した年月日
④依頼者の氏名又は名称
⑤特定整備時の総走行距離
⑥整備主任者の氏名
⑦自動車特定整備事業者の
　・氏名又は名称
　・事業場の所在地
　・認証番号
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道路運送車両法施行規則 　（昭和26年８月16日運輸省令第74号）
（自動車特定整備事業者の遵守事項）第62条の２の２
法第91条の３の国土交通省令で定める事項は、次のとおりとする。
第１号 　法第48条に規定する点検又は整備の作業を行う事業場にあっては、当該作業に係る料金

について、当該事業場において依頼者の見やすいように掲示するとともに、次のいずれか
に該当する場合を除き、自ら管理するウェブサイトに掲載して公衆の閲覧に供すること。

　　　　イ　自動車特定整備事業に常時使用する従業員の数が５人以下である場合
　　　　ロ　自ら管理するウェブサイトを有していない場合

参考イメージ

（令和６年４月改正　令和６年６月30日施行）

第２号 　法第48条に規定する点検又は整備の作業を行う事業場にあっては、当該作業の依頼者に
対し、必要となると認められる整備の内容及び当該整備の必要性について説明し、料金の
概算見積りを記載した書面を交付し、又はこれを記録した電磁的記録を提供すること。

参考イメージ

第３号 　依頼者に対し、行っていない点検若しくは整備の料金を請求し、又は依頼されない点検
若しくは整備を不当に行い、その料金を請求しないこと。

第４号 　道路運送車両の保安基準に定める基準に適合しなくなるように自動車の改造を行わない
こと。

不正改造事例
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第５号 　電子制御装置整備を行う事業場にあっては、当該電子
制御装置整備を適切に実施するため、法第57条の２第１
項に規定する自動車の型式に固有の技術上の情報に基づ
き、必要な点検及び整備を実施すること。

FAINES 等を活用し、電子制御装置整備を
行う車両の整備マニュアル等に基づき必要な
点検及び整備を実施する。

第６号 　電子制御装置整備を行う事業場にあっては、エーミング作業が適切に実施されるよう必
要な措置を講ずること。

エーミング作業が適切に行えるよう作業場の
障害物等を移動するなど、作業環境を整えて
から水準器を用いる等、適切にエーミングを
実施する。

第６号 の２　エアコンディショナーが搭載されている自動車の点検又は整備の作業を行う事業場
にあっては、みだりに当該エアコンディショナーに充填されているフロン類（フロン類の
使用の合理化及び管理の適正化に関する法律（平成13年法律第64号）第２条第１項に規定
するフロン類をいう。）を大気中に放出しないこと。

エアコンに充填されているフロン類をみだり
に大気に放出することなく、適正に処理す
る。

第６号 の３　検査整備用電子情報処理組織（車載式故障診断装置の診断の結果を活用して自動車
が道路運送車両の保安基準に定める基準に適合するかどうかの確認を行うため、機構の使
用に係る電子計算機と自動車特定整備事業者の使用に係る電子計算機とを電気通信回路で
接続した電子情報処理組織をいう。次号において同じ。）を使用する事業場にあっては、
当該検査整備用電子情報処理組織の安全性を確保するために必要な措置を講ずること。

「自動車特定整備事業者等におけるOBD検査及びOBD確認の取扱い方針について」
（令和６年３月28日付け国自整第278号）抜粋
５．OBD検査システムの利用に関する遵守事項
（１）　OBD検査システムに登録した事業場の情報を適切に管理し、登録情報に変更が

あった場合は、速やかに当該情報を更新すること。
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（２）　OBD検査システムを利用するための事業場 ID、ユーザー ID及びパスワードは、
「自動車特定整備事業者及び指定自動車整備事業者におけるOBD検査システムの
ID等の管理に係る遵守事項及び留意事項について（令和６年３月28日付け国自整
第267号）」に定める方法により適切に管理すること。

（３）　OBD検査システムへ接続してOBD検査又はOBD確認を行う場合は、機構の提供
する当該システムの操作マニュアル等で定められた適切な方法により実施すること。

（令和６年３月改正　令和６年10月１日施行）

「自動車特定整備事業者及び指定自動車整備事業者におけるOBD検査システムの ID等
の管理に係る遵守事項及び留意事項について」（令和６年３月28日付け国自整第267号）
抜粋
１ ．自動車特定整備事業者又は指定自動車整備事業者は、OBD検査システムの利用に
あたって取得・設定した ID等について、機構の定める利用規約に従って適切に管理
すること。
２ ．自動車特定整備事業者又は指定自動車整備事業者が、以下に掲げる ID等の不正使
用又はその幇助を行った場合、行政処分の対象となるとともに機構が当該 ID等の効
力を停止する可能性があることに留意されたい。
① 検査員又は工員が他者の ID等を使用してOBD検査又はOBD確認を実施した場合
（なりすまし）
② 事業場が取得・設定した ID等を、事業場以外の者へ貸し渡し、使用させた場合（ID
等の不正使用の幇助）

第６号 の４　検査整備用電子情報処理組織を使用する事業場にあっては、当該検査整備用電子情
報処理組織を使用して機構の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに情報を記録す
るときは、正確な情報を記録すること。

「自動車特定整備事業者等におけるOBD検査及びOBD確認の取扱い方針について」
（令和６年３月28日付け国自整第278号）抜粋
5.OBD検査システムの利用に関する遵守事項
（４）　認証工場及び指定工場は、OBD検査又はOBD確認の対象車両、実施場所及び

実施後の車両の取扱いに関する次に掲げる事項を遵守すること。
①　自らの事業場において点検整備を行う又は行った車両以外の車両に対してOBD検
査又はOBD確認を実施しないこと。
②　OBD確認は認証を受けた事業場の敷地内において、OBD検査は指定を受けた事業
場の敷地内においてそれぞれ実施すること。
③　OBD検査又は OBD確認の実施後、機構又は軽自動車検査協会（以下「機構等」
という。）において基準適合性審査を受ける場合、最後に実施した OBD検査又は
OBD確認から機構等における基準適合性審査までの間、OBD検査の合否に影響を及
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ぼす整備又は改造等（定期点検又は特定整備に該当するか否かにかかわらず、車両に
状態を変更する整備又は改造等全般をいう。以下同じ。）を行わないこと。また、そ
のような整備又は改造等を依頼しないこと。
④　OBD検査又はOBD確認を実施する車両としてOBD検査用サーバーに型式、車台
番号等を記録した車両と異なる車両のOBD検査又はOBD確認結果をOBD検査用
サーバーに記録しないこと。（替え玉の禁止）

（令和６年３月改正　令和６年10月１日施行）

第７号 　事業場ごとに、当該事業場において特定整備に従事する従業員であって、かつ、次のイ
からハまでに掲げる事業場の区分に応じ、当該イからハまでに定める者のうち少なくとも
一人に特定整備及び法第91条の特定整備記録簿の記載に関する事項を統括管理させること
（自ら統括管理する場合を含む。）。ただし、当該事項を統括管理する者（以下「整備主任者」
という。）は、他の事業場の整備主任者になることができない。
イ　分解整備を行う事業場（ハに掲げるものを除く。）　一級又は二級の自動車整備士の
技能検定に合格した者
ロ　電子制御装置整備を行う事業場（ハに掲げるものを除く。）　一級の自動車整備士の
技能検定に合格した者又は一級二輪自動車整備士、二級の自動車整備士、自動車車体
整備士若しくは自動車電気装置整備士の技能検定に合格した者であって電子制御装置
整備に必要な知識及び技能について運輸監理部長若しくは運輸支局長が行う講習を修
了した者
ハ　分解整備及び電子制御装置整備を行う事業場　一級の自動車整備士の技能検定に合
格した者又は一級二輪自動車整備士若しくは二級の自動車整備士の技能検定に合格し
た者であって電子制御装置整備に必要な知識及び技能について運輸監理部長若しくは
運輸支局長が行う講習を修了した者

整備主任者を1名以上選任し、特定整備を実施した際のできばえ確認を行わせると
ともに、特定整備記録簿の記載に関する統括管理させる。

第８号 　整備主任者であって次に掲げるものに運輸監理部長又は運輸支局長が行う研修を受けさ
せること。
イ　整備主任者として新たに届け出た者
ロ　最後に当該研修を受けた日の属する年度の末日を経過した者

整備主任者全員に法令研修を受講させる。また、整備主任者1名以上に技術研修を
受けさせる。
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第９号 　他人に対して法若しくは法に基づく命令若しくは処分に違反する行為（以下この号にお
いて「違反行為」という。）をすることを要求し、依頼し、若しくは唆し、又は他人が違
反行為をすることを助けないこと。

違反事例１：車検終了後、他の事業者へ不正改造を依頼した。
違反事例２：ペーパー車検を他の事業者と共謀して行った。
（ペーパー車検とは・・・）
　指定工場が点検、整備及び検査を行うことなく、保安基準適合証を交付して車
検証の有効期間を更新すること。

第２項
　自動車特定整備事業者は、整備主任者に関する次に掲げる事
項を、自動車特定整備事業の開始の日又は次に掲げる事項に変
更のあった日から15日以内に、運輸監理部長又は運輸支局長に
届出なければならない。
第１号　届出者の氏名又は名称及び住所
第２号　 整備主任者が統括管理業務を行う事業場の名称及び

所在地
第３号　 整備主任者の氏名、生年月日及び統括管理業務の開

始の日

第３項
　前項の届出書には、同項第３号の者が一級若しくは二級の自動車整備士の技能検定（第
１項第７号ロ及びハに掲げる事業場にあっては、一級の自動車整備士の技能検定（一級二
輪自動車整備士の技能検定を除く。）に限る。）に合格したこと又は電子制御装置整備に必
要な知識及び技能について運輸監理部長若しくは運輸支局長が行う講習を修了したこと
（前項第３号の者が第１項第７号ロ及びハに掲げる事業場の統括管理業務を行う場合に限
る。）を証する書面を添付しなければならない。

届出時の添付書類（例）

届出書式
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２．高圧ガスを燃料とする燃料装置を備える自動車の点検整備等について

　圧縮水素（CHG）、圧縮天然ガス（CNG）、液化天然ガス（LNG）を燃料とする燃料装置を備え
る自動車のガス容器等駆動用燃料システムにおいては、「道路運送車両法」と「高圧ガス保安法」
二つの法令による規制が適用されておりましたが、「道路運送車両法」に規制を一元化する法令改
正が行われ、令和５年12月21日より、自動車（大型特殊自動車を除く）に備えられた高圧ガスの燃
料装置については、道路運送車両法でその安全を担保することとなりました。
　また、液化石油ガス（LPG）を燃料とする燃料装置を備える自動車のガス容器等は、令和５年12
月21日以降も「高圧ガス保安法」に基づく LPガス容器再検査が必要です。

（１）高圧ガスを燃料とする燃料装置を備える自動車に係る自動車点検基準の改正
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（２）高圧ガスを燃料とする燃料装置を備える自動車に係る自動車定期点検整備の手引の改正
　①四輪自動車など
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　②二輪自動車など
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（３）CHG、CNG、LNGを燃料とする燃料装置を備える自動車の車検の流れ
※大型特殊自動車を除く。

点検基準に基づいた点検及び整備の実施

ガス容器等の容器充填期限を確認後、自社の屋内作業場にて事業場の工員であって一級又は
二級自動車整備士（二級自動車シャシ整備士を除く）の有資格者がガス容器等の再試験を実
施する。
　※ 自社にて実施の場合設備要件が必要。（ガス容器等再試験は容器試験機関等へ外注可能。

ただし、指定整備の場合は外注不可。指定整備で容器再試験を行う場合は自動車検査員
が実施する。）

ガス容器等再試験結果証明書（様式16）を２部（依頼者用と検査時提出用）交付
　※ ガス容器等の再試験実施内容をガス容器等再試験結果管理台帳へ記載し、ガス容器等再
試験結果証明書（写）とともに２年間保存する。

検査場にて継続検査等受検の際に有効なガス容器等再試験結果証明書（様式16）を提出
　※ ガス容器等再試験結果証明書の有効期限は、ガス容器等再試験実施の日から１年１か月
後の日
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（４）ガス容器再試験及びガス容器付属品再試験に係る設備要件
ガスに種類ごとに、それぞれ、
別添131「圧縮水素ガスを燃料とする自動車のガス容器及びガス容器付属品の技術基準」
別添132「圧縮天然ガスを燃料とする自動車のガス容器及びガス容器付属品の技術基準」
別添133「液化天然ガスを燃料とする自動車のガス容器及びガス容器付属品の技術基準」
で定められた設備が必要になります。

・高圧空気により塵等を除去するための設備又は洗浄液噴霧装置

・ワイヤーブラシ、スクレパ等のさび、塗膜等を除去するための設備

・ ガス容器の外面を照明検査するための設備は、十分な光力を有する灯火及び鏡若しくはファイ
バースコープとする。

・ ガス容器の傷、腐食等の寸法を測定するための設備はスケール（日本産業規B7516（1987）金属
製直尺の一級に適合するものに限る。）、ノギス（日本産業規格B7507（1993）ノギスに適合する
ものに限る。）、デプスゲージ（日本産業規格B7518（1993）デプスゲージに適合する最小読み取
り目盛り0.02mm以下のものに限る。）及び拡大鏡とする。
　なお、これら以外の設備であって、同寸法の測定に同等以上の効力を有するものがある場合に
は、この限りではない。
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CHG
・ 最高充塡圧力が35MPa 以下のガス容器の場合は水素濃度0.1％以下まで検出できるガス検知器、
ガス漏えい検知液及び塗布のための器具
・最高充塡圧力が35MPa 超えるガス容器の場合は水素濃度0.03％以下まで検出できるガス検知器
CNG、LNG
・ メタンガスの濃度が0.2％以下まで検出できるガス検知機又はガス漏えい検知液及び塗布のため
の器具

※ ガス容器等再試験の設備については、他の事業場又は他の事業者から借り入れることができま
す。なお、設備を借り入れてガス容器等再試験を実施した場合には、「ガス容器等再試験結果管
理台帳」の備考欄に借用先を記載することが必要です。
※容器等再試験の場所等、施設設備に関する申請・届出は不要です。

（５）高圧ガスを燃料とする燃料装置を備える自動車に関する留意点

①　高圧ガスを燃料とする燃料装置を備える自動車のガス容器等駆動用燃料システムに関する車
両法一元化の対象範囲は、圧縮水素（CHG）、圧縮天然ガス（CNG）又は液化天然ガス（LNG）
を燃料とする自動車に備えるガス容器及びガス容器附属品が対象であって、点検整備を実施
後、継続検査の際に「ガス容器等再試験結果証明書」（様式16）が必要です。（大型特殊自動車
を除く。）

②　液化石油ガス（LPG）を燃料とする燃料装置を備える自動車につきましては、令和５年12月
21日以降も「高圧ガス保安法」に基づく LPガス容器再検査（容器製造から20年未満は６年毎、
20年超は２年毎）が必要となるため、継続検査の際に「ガス容器等再試験結果証明書」（様式
16）は必要ありません。

③　令和５年12月21日以降に CHG、CNG、LNGを燃料とする燃料装置を備える自動車の持込検
査を行った場合は、「容器再検査ラベル」による判定はされないため、継続検査時に有効な「ガ
ス容器等再試験結果証明書」（様式16）１部を自動車技術総合機構へ提出する必要があります。
（大型特殊自動車を除く。）

④　ガス容器等の再試験は、自動車検査証有効期間満了日前の継続検査受検時までに実施してく
ださい。
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⑤　「ガス容器等再試験結果証明書」の有効期限は、再試験を実施した日の１年１か月後の日で
す。
参考例
・１日に実施した場合、１年１か月後の１日
・31日に実施した場合、１年１か月後の末日が30日であれば、30日
・末日が30日である月に実施した場合、１年１か月後の末日が31日であったとしても、30日
・１年１か月後が閏年である１月29～31日に実施した場合は、２月29日
・閏年である２月29日に実施した場合は、３月29日

⑥　指定自動車整備事業者がCHG、CNG、LNGを燃料とする燃料装置を備える自動車の保安基
準適合証を交付する場合は、当該事業場の自動車検査員が当該事業場内でガス容器等の再試験
を実施して「ガス容器等再試験結果証明書」（様式16）１部を依頼者に交付することが必要で
す。（大型特殊自動車を除く。）
この場合、指定整備記録簿の備考欄に「実施年月日／充填可能期限」「試験実施者」「使用し
たガス検知器の型式（検知液の場合は検知液と記載）」を記載します。
また、ガス容器等の再試験実施内容をガス容器等再試験結果管理台帳へ記載し、ガス容器等
再試験結果証明書（写）とともに２年間保存することとなっています。
なお、CHG、CNG、LNGを燃料とする燃料装置を備える自動車に保安基準適合証を交付す
る場合は、ガス容器等の再試験を外部委託（外注）することはできません。

⑦　事業用自動車等で車検証の有効期間が１年の車両について、前回の車検時にA指定工場で
「ガス容器等再試験結果証明書」（様式16）を交付していて、前回と同じA指定工場に今回も
車検で入庫した場合にあっては、有効期限１年１か月以内の「ガス容器等再試験結果証明書」
（様式16）があれば、今回の容器等再試験は不要です。

⑧　高圧ガスを燃料とする燃料装置を備える大型特殊自動車のガス容器等につきましては、「高
圧ガス保安法」に基づく容器再検査が必要です。このため車検時に「ガス容器等再試験結果証
明書」（様式16）による確認はできません。
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Ⅱ．自動車特定整備事業者の立入検査結果等

１．自動車特定整備事業者の立入検査結果（令和５年度）

　令和５年度における関東運輸局管内の運輸支局において実施した自動車特定整備事業者に対する
立入検査結果は、次のとおりです。

　⑴　立入検査事業場数

　立入検査事業場数は、793事業場でした。
　立入検査は、新規認証工場（事前審査を含む。）、移転工場、対象自動車追加の工場および警察
当局等からの通報や苦情があった工場等について実施しました。

　また、過去５年間における立入検査の実施状況は〈表Ⅱ－１〉のとおりです。

〈表Ⅱ－１〉過去５年間の自動車特定整備事業者の立入検査状況

項目
年度

新　規 移転追加 所在不明
整備主任者
研修未受講

苦　情 表　彰 その他 計

R1 290 146 1 0 15 133 130 715 

R2 284 93 0 0 7 92 117 593 

R3 347 143 0 0 4 96 23 613 

R4 351 123 1 1 3 86 11 576 

R5 491 148 3 0 12 81 58 793 

　⑵　立入検査結果に基づく行政処分状況

　立入検査の結果、道路運送車両法等関係法令に違反する重大な事実が認められた事業場に対し
ては、道路運送車両法第93条の規定に基づき、事業の停止等の行政処分を行っていますが、令和
５年度の処分状況は〈表Ⅱ－２〉のとおりです。
　また、過去５年間における運輸局長処分は〈表Ⅱ－３〉のとおりです。
　なお、令和５年度は事業者所在不明に係る取消処分は０件でした。

〈表Ⅱ－２〉自動車特定整備事業者の処分状況

運輸局長処分等 運輸支局長処分等

認証取消 事業停止 文書警告 改善命令 文書警告 文書警告

件数 2 19 5 0 2 １

注）表中「文書警告」は、処分基準に基づく場合のみ計上している。
　　（事業停止等に伴う改善報告は含まず）
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〈表Ⅱ－３〉過去５年間の自動車特定整備事業者の運輸局長処分

項目
年度

立入検査
件　　数

処　　分
事業場数

処　分　等　の　内　訳 認　証
工場数認証取消 事業停止 改善命令 警告 計

R1 715 6 2 4 0 0 6 24,312 

R2 593 6 0 5 0 1 6 24,284 

R3 613 22 1 21 0 0 22 24,317 

R4 576 11 2 8 0 1 11 24,384 

R5 793 26 2 19 0 5 26 24,551 
注１）複数の処分を受けている事業場があるため、処分事業場数と処分件数は相違する。
注２）認証工場数は各年度とも３月末の数値を示す。
注３）「文書警告」は、処分基準に基づく場合のみ計上している。
　　（事業停止等に伴う改善報告は含まず）

　⑶　法令違反指摘事項等

　過去５年間における法令違反の指摘状況は、〈表Ⅱ－４〉のとおりです。

〈表Ⅱ－４〉過去５年間の法令違反指摘内容

年　度
指摘事項

R1 R2 R3 R4 R5

整備主任者の業務に関するもの
3 2 14 4 13

（21.4％） （16.7％） （46.7％） （16.0％） （15.5％）

認証基準に関するもの
0 0 0 1 2

（0.0％） （0.0％） （0.0％） （4.0％） （2.4％）

遵守事項に関するもの
3 1 0 6 24

（21.4％） （8.3％） （0.0％） （24.0％） （28.6％）

変更届等に関するもの
1 1 0 1 1

（7.1％） （8.3％） （0.0％） （4.0％） （1.2％）

特定整備記録簿等に関するもの
3 4 13 9 37

（21.4％） （33.3％） （43.3％） （36.0％） （44.0％）

その他法令違反に関するもの
4 4 3 4 7

（28.6％） （33.3％） （10.0％） （16.0％） （8.3％）

合　　　　　　計
14 12 30 25 84

（100％） （100％） （100％） （100％） （100％）
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２．自動車特定整備事業の廃止理由調査結果（令和５年度）

　令和５年度中に関東運輸局管内において、自動車特定整備事業の廃止届のあった事業場数は324
工場であり、主な廃止理由は、自己都合が111件（34.3％）、次いで後継者難が72件（22.2％）、事業
合理化が56件（17.3％）、以下〈表Ⅱ－５〉の順となっています。
　また、過去５年間における廃止理由状況は、〈表Ⅱ－６〉のとおりです。

〈表Ⅱ－５〉　自動車特定整備事業者の廃止理由調査結果

項目

支局別

廃　　止　　理　　由

計経営
不振

倒産
工員
不足

後継
者難

事　業
合理化

移転
立退

転業 合併
組合
参加

自己
都合

その他

東　京 4 1 1 12 21 6 2 0 0 31 4 82

神奈川 1 2 3 8 14 1 1 0 0 20 1 51

埼　玉 1 1 20 19 5 1 0 1 0 10 0 58

群　馬 1 1 2 10 4 0 0 1 0 14 7 40

千　葉 3 1 3 6 5 2 0 1 0 17 1 39

茨　城 1 0 1 6 6 1 0 0 0 11 3 29

栃　木 0 0 3 11 1 0 0 0 0 0 1 16

山　梨 0 0 0 0 0 0 0 0 0 8 1 9

局　計 11 6 33 72 56 11 3 3 0 111 18 324

構成比（％） 3.4% 1.9% 10.2% 22.2% 17.3% 3.4% 0.9% 0.9% 0.0% 34.3% 5.6% 100.0%

〈表Ⅱ－６〉　過去５年間の自動車特定整備事業の廃止理由調査結果

項目

年度

廃　　　　　止　　　　　理　　　　　由

計経営　　　　
不振

倒産
工員　　　　
不足

後継者難
事業者
死　亡

事　業　　　　
合理化

移転　　　　
立退

転業 合併
組合　　　　
参加

自己都合
及び
その他

R1 12 12 23 73 72 28 5 3 0 110 338

R2 20 6 24 87 58 26 5 2 0 149 377

R3 18 2 16 65 74 22 2 4 0 114 317

R4 17 3 18 55 50 23 3 2 3 114 288

R5 11 6 33 72 56 11 3 3 0 129 324
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３．自動車特定整備事業者の違反事例

　自動車特定整備事業者の法令違反等による行政処分を例示します

【その１】点検整備料金の過剰請求等

　当該事業者の板金部門における保険金水増し請求問題を受け、立入検査を行った結果、当該事
業場について法令違反の疑いがあり、関係帳票類を預かることとした。関係帳票類について内容
を精査し、後日、特別監査を実施したところ、点検整備料金の過剰請求を含む、３．法令違反の
内容にある違反事項を認めた。

１．事業場の概要及び組織

　平成26年に認証を取得後、平成27年に指定整備工場となった専業工場である。
　監査時の工員数は６名、内整備主任者は５名である。

２．行政処分の内容

　自動車特定整備事業の停止（55日間）

３．法令違反の内容

⑴　特定整備に係る部分が保安基準不適合であったこと
　　（道路運送車両法第90条違反）
⑵　特定整備記録簿の一部記載漏れ、記載誤りがあったこと
　　（道路運送車両法91条第１項違反）
⑶　点検整備料金の過剰請求をしたこと
　　（道路運送車両法第91条の３［道路運送車両法施行規則第62条の２の２第１項第３号］違反）
⑷　整備主任者の特定整備等に関する統括管理不備があったこと
　　（道路運送車両法第91条の３［道路運送車両法施行規則第62条の２の２第１項第７号］違反）
⑸　立入検査の拒否、妨害、忌避（正当な理由なく対応しない場合を含む）又は質問に対し陳述
をせず、若しくは虚偽の陳述を行ったこと

　　（道路運送車両法第100条第２項違反）

４．法令違反に至った原因

⑴　事業者が、法令遵守よりも利益を優先しており、健全な組織作りを怠ったこと。
⑵　事業場の整備主任者の特定整備業に対する認識が甘く関係法令に対する遵法精神が欠如して
いた。

５．その他

⑴　故意により検査の一部を実施せず適合証を交付したこと等により指定自動車整備事業の指定
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の取消し
⑵　検査員が検査していないにもかかわらず適合証に証明をしたこと（検査一部未実施含む）等
により検査員解任命令（１名）

⑶　事業者は、不正行為の発覚によって、社会的信頼の失墜や経済的損失など大きなものを失う
ことを自覚すること。

【その２】ペーパー車検を実施

　警視庁より、当該事業者に対し不正車検の疑いがあるとの相談があり、後日、警視庁の家宅捜
査と同時に当該事業場に立入検査を実施した。その後、当該事業場の事業者（代表取締役）が逮
捕・立件され、事業者は、裁判で起訴内容（ペーパー車検の依頼）を認めた。その後、ペーパー
車検の依頼を受けた事業者（指定工場）に対し特別監査を行い、ペーパー車検の依頼を受けた車
両を特定した上で当該事業場に立入検査を実施したところ、ペーパー車検を依頼した事を認め
た。後日、裁判が結審し、当該事業場の事業者は有罪が確定した。

１．事業場の概要及び組織

　平成11年に認証を取得した専業工場である。
　監査時の工員数は３名、内整備主任者は１名である。

２．行政処分の内容

　自動車特定整備事業の認証の取消し

３．法令違反の内容

⑴　違反行為の要求、依頼若しくは唆し又は幇助をしたこと（ペーパー車検の依頼５台以上）
　　（道路運送車両法第91条の３【道路運送車両法施行規則第62条の２の２第１項第10号】）
⑵　法第80条第１項第２号イ、ハ又は二に該当
　　（道路運送車両法第93条３号違反）

４．法令違反に至った原因

⑴　事業者に法令遵守の精神が欠けており、かつ、適正な管理組織の維持を怠ったこと。
⑵　事業場の整備主任者の特定整備業に対する認識が甘く関係法令に対する遵法精神が欠如して
いた。

５．その他

⑴　事業者はペーパー車検は犯罪であることを理解し、絶対にしない（させない）組織作りに励
むこと。
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【その３】特定整備作業に重大な瑕疵があったこと。

　当該事業場にて保安基準適合証を交付した車両が車輪脱落事故を惹起し、車両見分を実施した
ところ、左後前輪のハブの取り付け作業に瑕疵があったことが確認された。後日、当該事業場に
特別監査を行い、左後前輪のハブの取り付け作業について整備上の瑕疵があったことを認めた。

１．事業場の概要及び組織

　昭和52年に認証を取得後、平成15年に指定整備工場となったディーラー工場である。
　監査時の工員数は15名、内整備主任者は10名である。

２．行政処分の内容

　自動車特定整備事業の事業停止（20日間）
　保安基準適合証等交付停止（20日間）

３．法令違反の内容

⑴　特定整備作業に重大な瑕疵があったこと
　　（道路運送車両法第90条）

４．法令違反に至った原因

⑴　特定整備後の出来映え確認を怠った

５．その他

⑴　適合証交付自動車に点検整備上又は検査上の瑕疵があったことにより、保安基準適合証の交
付停止（20日間）



Ⅲ．最近の主要通達等
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Ⅳ．整備業界を取り巻く情勢

１．整備主任者の業務等　

　自動車特定整備事業の認証を受けた事業場において分解整備及び電子制御装置整備を行った場
合、事業者はそれら特定整備に係る部分について、保安基準に適合するようにしなければならない
旨が義務として道路運送車両法に規定されています。（車両法第90条）
　自動車の特定整備を行った場合、整備主任者は特定整備に係る部分の保安基準適合義務規定及び
特定整備記録簿の記載に関する事項を統括管理するため、次の主な業務を行うことが基本となりま
す。

① 特定整備後のできばえ確認業務
② 特定整備の作業管理に関する業務
③ 特定整備記録簿の記載及び保存に関する業務

　また、自動車特定整備事業を運営しているなかで、自動車関連のサービス業に携わる一員として
整備主任者には以下の役割が期待されます。日頃の事業運営の参考としてください。

（１）事業場の窓口（フロント受付）として期待される役割
　①受付
　　依頼者の要望等ご用命事項を十分確認して把握する必要があります。
　②現車の状態確認
 　 　不具合箇所及び保安基準不適合箇所等を的確に判断し、自動車の使用状況等について過去の点
検整備記録簿や依頼者から問診で得た情報により把握します。
　③自動車検査証券面記載事項及び記録事項の確認
　　・その車両の自動車検査証ですか？
　　・現車と自動車検査証記録内容に変更はありませんか？
　　・自動車検査証備考欄の内容も確認しましたか？
　　※ 電子車検証はスマートフォン又はパソコンにインストールした「車検証閲覧アプリ」を使用

して確認します。

　④事業場で特定整備可能な対象自動車か確認します。
　　・次ページの「対象とする自動車の種類の解釈（早見表）」を参考にしてください。
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　⑤事業場内における認証の遵守事項を確認
　　　
確認事項１ 点検・整備に係る料金をお客様に判りやすいように事業場内に掲示、自ら管理す

るウエブサイトに掲載していますか？

 　自動車の種別及び定期点検時期別に区分された料金表を作成し、依頼者の見易い場所に
掲示するとともに、自ら管理するウエブサイトに掲載することが必要です。
ただし、次のいずれかに該当する場合はウエブサイトへの料金掲載は不要です。
　・自動車特定整備事業に常時使用する従業員が５人以下である場合
　・自ら管理するウエブサイトを有していない場合

　 確認事項２  　概算見積書を交付又は概算見積もりの電磁的記録を依頼者に提供していますか？

　定期点検（車検）の依頼受けた際は、必要となる整備内容及び整備の必要性について説
明し、点検整備に係る料金の概算見積もりを書面で交付又はスマートフォン等を利用する
などの電磁的記録を依頼者に提供することが必要です。

確認事項３  　依頼されていない整備作業を行ったり、不当な料金請求をしていませんか？

 　依頼者に対し、行っていない点検若しくは整備料金を請求し、又は依頼されてない点検
若しくは整備を不当に行い、その料金を請求することがあってはなりません。このため、
作業過程において見積額の変更を伴う整備の必要性が生じた場合は、依頼者に追加整備の
必要性を説明し、了承が得られてから作業を実施する必要があります。
　また、精算時にも請求書と記録簿の内容を照合するなど、書面等をもとに依頼者に対し
て交換部品や丁寧な説明が必要です。
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　 確認事項４  　保安基準に適合しない改造等されていませんか？

　整備依頼を受ける際、部品の取付けや取外し等の改造によって保安基準に適合しない箇
所がないか確認する必要があります。
・不正改造の依頼は絶対に受けない。
 ・不正改造車の整備依頼があった場合は、ユーザーに不正改造である旨を説明し、　修復
を条件として受けるか、もしくは、安全な走行に問題が発生する可能性がある部分の
整備についてのみ依頼を受ける。この場合は概算見積書、整備記録簿等に必ず条件や
修復した場合はその結果（部位）を記載するとともに、修復前後の写真を残しておく
ことが望ましい方法です。ただし、車検、定期点検整備の依頼については、必ず修復
を条件として依頼を受ける必要があります。

　また、従業員の通勤車両や社用車などに不正改造車がないよう定期的に現車確認を行い
適正な状態を維持してください。

　

（例）入庫・受付時チェック票（目視等による保安基準確認）
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　 確認事項５  　特定整備記録簿の交付が必用な作業ではありませんか？

　部品交換や部品取付けなど車検、定期点検以外で依頼された作業が、特定整備を伴う作
業ではないか、納車の前にもう一度確認してください。
　また、特定整備記録簿を作成した場合は、その写しを依頼者に交付し、事業者控えは記
載の日から２年間保存してください。

参　考

特定整備の定義（施行規則第３条）
第 ３条　法第49条第２項の特定整備とは、第１号から第７号までのいずれかに該当するもの
（以下「分解整備」という。）又は第８号若しくは第９号に該当するもの（以下「電子制御
装置整備」という。）をいう。

（1）　原動機を取り外して行う自動車の整備又は改造
（2） 　動力伝達装置のクラッチ（二輪の小型自動車のクラッチを除く。）、トランスミッション、
プロペラ・シャフト、デファレンシャル又はドライブ・シャフトを取り外して行う自動車
の整備又は改造

（3） 　走行装置のフロント・アクスル、前輪独立懸架装置（ストラットを除く。）又はリア・
アクスル・シャフトを取り外して行う自動車（二輪の小型自動車を除く。）の整備又は改
造

（4） 　かじ取り装置のギヤ・ボックス、リンク装置の連結部又はかじ取りホークを取り外して
行う自動車の整備又は改造

（5） 　制動装置のマスタ・シリンダ、バルブ類、ホース、パイプ、倍力装置、ブレーキ・チャ
ンバ、ブレーキ・ドラム（二輪の小型自動車のブレーキ・ドラムを除く。）若しくはディ
スク・ブレーキのキャリパを取り外し、又は二輪の小型自動車のブレーキ・ライニングを
交換するためにブレーキ・シューを取り外して行う自動車の整備又は改造
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（6） 　緩衝装置のシャシばね（コイルばね及びトーションバー・スプリングを除く。）を取り
外して行う自動車の整備又は改造

（7） 　けん引自動車又は被けん引自動車の連結装置（トレーラ・ヒッチ及びボール・カプラを
除く。）を取り外して行う自動車の整備又は改造

（8） 　次に掲げるもの（以下「運行補助装置」という。）の取り外し、取付位置若しくは取付
角度の変更又は機能の調整を行う自動車の整備又は改造（かじ取り装置又は制動装置の作
動に影響を及ぼすおそれがあるものに限り、次号に掲げるものを除く。）

　 イ　自動車の運行時の状態及び前方の状況を検知するためのセンサー
　 ロ　イに規定するセンサーから送信された情報を処理するための電子計算機
　 ハ　イに規定するセンサーが取り付けられた自動車の車体前部又は窓ガラス
（9） 　自動運行装置を取り外して行う自動車の整備又は改造その他の当該自動運行装置の作動
に影響を及ぼすおそれがある自動車の整備又は改造

　 確認事項６  　電子制御装置整備を行うにあたり、車種ごとの整備マニュアル等に基づき適切に
点検整備を実施していますか？また、自動車メーカーのマニュアル等に基づき適切
にエーミング作業を実施していますか？

 　FAINES 等を活用するなど、電子制御装置整備を行う車両の整備マニュアル等の情報を
入手し、それに基づき適切に点検整備を実施するとともに、レーンキープや衝突被害軽減
ブレーキ等の運行補助装置が正常に機能するようターゲット等を正しく設置して適切に
エーミング作業を実施する必要があります。

　　　　

　⑥苦情等への対応
 　 　自動車関連のサービス業として自動車特定整備事業を運営しているなかで、苦情やトラブルは
迅速、かつ、的確に処理することはもちろんですが、それらの再発防止についても従業員の一人
ひとりが関心をもち、積極的に取り組むことが必要です。
　 　苦情には作業時間の遅延、見積り金額の違い、作業依頼した箇所が直っていない等、いろいろ
なものがありますが、常に冷静に受け止め、何が原因なのかよく確かめてから対応しなければな
りません。
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　ユーザーからの苦情があった際には、逃げることなく誠意をもって向き合い、迅速に丁寧な対
応をするなど良い印象を与えることができるよう努めることが苦情処理の第一歩となります。
　苦情が発生してしまった場合は、「苦情処理台帳」等を作成し、社内で情報共有するなど再発
防止に努めてください。
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（２）自動車特定整備事業に関する届出
　以下の内容に変更が生じた場合は30日以内に変更の届出が必要です。
① 事業者の氏名又は名称及び住所（法第81条）
　・法人にあっては商号変更、本社移転
　・個人事業主にあっては事業者の氏名及び住所
②法人にあってはその役員の氏名（法第81条）
　・代表取締役、取締役、監査役の登記している役員が該当します
③事業場の所在地（法第81条）
　・市町村等による住居表示の変更があった場合は証明書を提出します
④ 屋内作業場若しくは電子制御装置点検整備作業場の面積又は間口若しくは奥行きの長さ
　（施行規則第58条）
⑤事業の廃止（法第81条）
⑥事業の相続、合併及び分割（法第82条）
⑦事業の譲渡（法第83条）

【役員変更届記載例】



―  110  ―

⑧ 整備主任者に関する事項を変更した場合は１５日以内に届出が必要です。（施行規則第６２条の
２の２第２項）

【整備主任者変更届記載例】
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2 ．車載式故障診断装置（OBD）の検査等について

（１）認証工場で行うOBD点検とOBD検査（OBD確認）

OBD点検 OBD検査（OBD確認）

令和３年10月１日 開始時期 令和６年10月１日
（輸入車：令和７年10月１日）

１年ごとの点検時　 実施時期 検査（車検）時

対象装置（警告灯）を備える車両
（大特、被牽引車、二輪車を除く） 対象車両

令和３年10月１日以降の新型車
（輸入車は令和４年10月１日の新型車）
（大特、被牽引車、二輪車を除く）

①原動機
②制動装置
③ アンチロックブレーキシステム 
（ABS）
④エアバッグ
⑤衝突被害軽減制動制御装置（AEBS）
⑥自動命令型操舵機能
⑦自動運行装置

対象装置

①かじ取り装置
②アンチロックブレーキシステム（ABS）
③横滑り防止装置（ESC）
④車両安定性制御装置（EVSC）
⑤ブレーキ・アシスト・システム（BAS）
⑥衝突被害軽減制動制御装置（AEBS）
⑦排出ガス発散防止装置
⑧ 電力により作動する原動機を有する自動
車に備える車両接近通報装置（AVAS）
⑨自動運行装置

・ 整備用スキャンツールを用いて点検
又は識別表示（警告灯）を用いて目
視による点検（メーカーの指示があ
る場合はその方法）

実施内容

・検査用スキャンツールを用いてOBD確認
・ 国の検査場又は軽自動車検査場にてOBD
検査を受検

整備要領書等に基づき必要な整備を実
施

要整備と
なった場
合の対応

整備要領書に基づき整備実施後、再度OBD
確認又は検査場にて再受検

（２）OBD検査対象車両について

以下の場合はOBD検査対象車両であってもOBD検査不要と判定されます。
・検査日が型式指定年月日から２年を経過していない
・検査日が初度登録年月又は初度検査年の前月の末日から起算して10カ月を経過していない
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（３）OBD確認について
　 認証工場においてはOBD確認の実施義務はありません。
　OBD検査が必要な車両に対し、整備工場でOBD確認を行って特定DTCが確認されなかった場
合は、持込検査の際に原則OBD検査は省略されます。
 　なお、自動車技術総合機構が運営するOBD検査システムを利用してOBD確認を実施するため
には、機器等を備えてシステム利用登録をするなどの事前準備が必要です。

【認証工場におけるOBD確認の主な流れ】

 

【指定工場におけるOBD検査の主な流れ】

【OBD確認イメージ】

特定DTC照会アプリと検査用スキャンツールとのインターフェース仕様の構成図
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（４）OBD検査システムの利用に関する準備について
【事業場で準備が必用となるもの】

※ 検査用スキャンツールは、検査用の機種が必要です。また、整備用スキャン
ツールと兼用可能な機種は、ソフトウェアの更新等が必要です。
　機種の確認は、日本自動車機械工具協会のホームページを参照してください。

【OBD検査の事前準備の流れ】

【OBD検査ポータルサイトの紹介】

【OBD検査システムについてのお問い合わせ先】

OBD検査コールセンター
　電話番号：0570－022－574
　対応時間：月曜日～金曜日９：00～17：00（祝日および12月29日から１月３日を除く）
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（５）特定DTCアプリを利用したOBD確認について
　認証工場が自らの事業場において点検整備を行う又は行った車両について、あらかじめ利用者登
録を行った事業場の工員がOBD確認を実施することができます。

【アプリを利用したOBD確認の流れ】

ステップ１：アプリにログインする　

OBD

OBD  

 

OBD  
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ステップ２：車両の受付をする　
※ 認証のみの工場はOBD検査モードの選択表示はありません。

ステップ３：使用する検査用スキャンツールを選択する　
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ステップ４：車両情報を入力する　
　OBD確認モード画面で、確認を行う車両の情報を入力します。車検証又は電子車検証に対応す
る読み取り機器（リーダー）の有無によって、以下の３つの方法があります。
　

　

　①二次元コードリーダを使用して、車検証の二次元コードを読み取る
　②ＩＣタグリーダを使用して、電子車検証のＩＣタグを読み取る
　③読み取り機器を使用せず、車両情報を手入力する

　車検証の情報と異なる車両で、誤ってOBD確認を実施してしまった場合は、再度車両の受付か
らやり直し、正しい車両情報を入力のうえ、もう一度OBD確認を実施してください。

ステップ５：アプリでOBD検査要否確認を行う　
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ステップ６：検査要否の結果を確認する　

ステップ７：データリンクコネクタの位置を確認する　
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ステップ８：OBD確認を行う　
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OBD確認のフロー　

持込検査におけるOBD検査の流れ（OBD確認済による省略がない場合）　
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３．車載式故障診断装置（OBD）点検実施後の特定整備記録簿の記載につい
て

　チェック記号の意味と記入順位（参考例）

（外）電子制御装置整備を外注した場合
（内）電子制御装置整備を構内外注した場合　
注　車載式故障診断装置点検の結果、整備作業が必要となった場合

【点検整備記録簿の記載例】
　 事例１ 　「OBDの診断の結果」の点検を行った結果、異常がなかった。
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　 事例２ 　 「OBDの診断の結果」の点検を行った結果、原動機の識別表示が点灯し続けていたた
め、スキャンツールを使用して診断した結果、O２センサーが不良だったため、交換
作業を実施した。

　

　 事例３ 　 「OBDの診断の結果」の点検を行った結果、衝突被害軽減制動制御装置に係る警告灯
が点灯し続けていたため、スキャンツールを使用して診断した結果、ミリ波レーダー
が不良だったため、交換作業及びエーミング作業を実施した。
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　事例４ 　「OBDの診断の結果」の点検を行った結果、衝突被害軽減制動制御装置に係る警告灯が
点灯し続けていたため、スキャンツールを使用して診断した結果、赤外線レーザーが不
良だったため、弊社従業員が交換作業を行った。

　　　　 　また、フロントガラスに損傷箇所があり、ガラス施工業者を呼んで弊社工場内にて交換
作業を実施した後、弊社従業員がエーミング作業を実施した。

　事例５ 　「OBDの診断の結果」の点検を行った結果、自動命令型操舵機能に係る警告灯が点灯し
続けていたため、スキャンツールを使用して診断した結果、カメラが不良だったため、
弊社従業員が交換作業を行った。

　　　　 　また、エーミング作業については、ディーラーの工場へ外注委託した。
　　　　 　なお、この場合、エーミング作業の委託を受けたディーラーの工場はエーミング作業に

関する特定整備記録簿を作成して依頼事業場に写しを交付する。依頼した事業場は、
ディーラーの工場より受領したエーミング作業を実施した旨の特定整備記録簿と自工場で
交付した点検整備記録簿を合わせて使用者に交付する。
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4．大型車の車輪脱落事故防止について

　大型車のホイール・ボルトの折損等による車輪脱落事故は、令和４年度に140件発生しています。
統計によるとこのような事故は冬期（11月～３月）に集中しており、冬用タイヤ交換後１ヶ月以内
に多く発生する傾向にあります。
　国土交通省では、貨物運送事業者や旅客運送事業者等の大型車ユーザーに対して適切なタイヤ脱
着作業や保守管理の重要性について周知・啓発活動を行っています。
　自動車整備事業者におかれましても大型車が入庫した際は、「タイヤ交換作業管理表」（様式例）
等を活用するなど車輪脱落事故防止対策への積極的な取り組みをお願いします。
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5．自動車整備人材確保について

　少子化やくるま離れの進展、将来選択肢の多様化等により、自動車整備士を目指す若者が激減す
る一方で、整備要員の高齢化が進展しており、近い将来人材不足が顕在化する可能性が大きくなっ
てきております。
　整備要員の不足は、自動車の安全・環境を支える整備事業の基盤を揺るがすおそれがあり、早急
に背景や原因に対応した効果的な対策を講じる必要があることから、「自動車整備人材の確保・育
成に関する検討会」において、自動車整備業における労働環境・待遇の改善や女性の活用などの人
材不足問題に対して検討を重ねた結果、自動車整備業は、安定性や社会的貢献度などの魅力・重要
性のある業種である一方で、給与や労働時間等の労働環境・待遇において、他業種と比較して不満
度が高い等の実態が課題として確認されました。これらの課題に対してさまざまな能力の評価に対
応したインセンティブ付与や残業削減及び育児等との両立のための柔軟なシフト設定などの先進事
例を取りまとめ今後これらを業界全体で共有し、事業形態・規模等に応じた対策を関係者が連携し
て検討・推進を図ることとするとともに、国（運輸支局）が中心となってインターンシップの職場
体験や高等学校等への訪問等を実施しています。
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6．継続検査に係る広告等料金表示の適正化について

　事業者が事業運営しているなかで、法令等により守らなければならないことが決められておりま
すが、チラシやホームページ等で広告を行う場合においても、景品表示法により不当な表示が禁止
されております。
　自動車特定整備事業として重要かつ、忘れがちな法令等の抜粋を後述いたしますので、自工場に
おける不適切な表示等がないこと等を確認し、関係法令を遵守してユーザーとの適正な取引に努め
るようにしてください。

○　関係法令について
　ア）道路運送車両法
　 　道路運送車両法第91条の３及び同法施行規則第62条の２の２では、自動車特定整備事業者の遵
守事項を規定しています。
　　・定期点検整備料金の掲示及びウェブサイトへの掲載
　　・概算見積書の交付（定期点検整備）
　　・特定整備記録簿を記載して写しを交付
　　・ 行っていない点検・整備の料金を請求してはならない。また、依頼されていない点検・整備

を不当に行いその料金を請求してはならない。
　 　自動車特定整備事業者が行う点検または整備は、道路運送車両法の遵守規定により、消費者保
護が図られていることから特定商取引法の適用除外とされています。

参　考
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特定商取引法（特定商取引に関する法律）

　イ）個人情報保護法

　個人の権利、利益を保護することを目的とした法律です。個人情報を取扱う事業者として、

以下の項目を守る必要があります。

　①個人情報の提供を受ける際に、利用目的を告げなければならない。

　②取得した個人情報は、提供を受ける際に告げた利用目的以外に使用してはならない。

　③個人情報を第三者に提供する場合、本人の同意を得なければならない。

　ウ）消費者基本法

　消費者の利益の擁護、権利の尊重、自立への支援といった基本理念を定めています。

　また、消費者の権利、事業主の責務、行政機関の責務等を規定しており、事業主（者）の責

務として以下のように定められています。

　①消費者の安全及び取引における公正を確保すること。

　②消費者に対し必要な情報を明確かつ平易に（難しくなく）提供すること。

　③ 消費者との取引に関して、消費者の知識、経験及び財産の状況（支払い能力）等に配慮す

ること。

　④ 消費者との間に生じた苦情を適切かつ迅速に処理するために必要な体制の整備等に努め、

当該苦情を適切に処理すること。

　エ）消費者契約法

　契約時に、消費者の誤認や困惑によるトラブルから消費者を守ることを目的として、契約を

勧誘する際、以下のような行為を行ってはならない旨が規定されています。

　①重要事項について、事実と異なることを告げてはならない。（不実告知）

　②将来における変動が不確定なものを断定的に告げてはならない。
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　　（当該車両の保安基準適合性維持に係る将来の予測情報は除く）

　③消費者の利益となる情報だけでなく、不利益となることも告げなくてはならない。

　　（故意の不告知）

　④ 消費者が事業者に対し、その場からの退去の意思を示した場合、それに従わなければなら

ない。

　⑤消費者がその場所から退去する意思を示した場合、それを妨げてはならない。

　オ）独占禁止法（私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律）

　商品等の販売において競争関係にある企業同士が、販売価格、数量及び地域等を話し合いで

決める等の競争行為（カルテル）や取引先に対する不公正な取引方法等の行為を禁止する法律

です。なお、事業者として、以下のような行為が禁止されています。

　①不当な「抱き合わせ販売」（不公正な取引方法）

【例】 人気商品である新車または中古車の販売時に、車両本体価格に３年分の定期点検料
金を加えて販売する。（ユーザーに選択権を与えず、強制的にセットで販売する。）

　カ）景品表示法（不当景品類及び不当表示防止法）

　過大な景品類や不当な表示による顧客の誘引を防止するため、一般消費者による自主的で合

理的な選択を阻害するおそれのある行為を制限し、禁止することにより一般消費者の利益を守

ることを目的としています。

景品表示法（抜粋）

（不当な表示の禁止）
第４条　事業者は、自己の供給する商品又は役務の取引について、次の各号のいずれかに
該当する表示をしてはならない。
⑴　商品又は役務の品質、規格その他の内容について、一般消費者に対し、実際のもの
よりも著しく優良であると示し、又は事実に相違して当該事業者と同種若しくは類似
の商品若しくは役務を供給している他の事業者に係るものよりも著しく優良であると
示す表示であって、不当に顧客を誘引し、一般消費者による自主的かつ合理的な選択
を阻害するおそれがあると認められるもの
⑵　商品又は役務の価格その他の取引条件について、実際のもの又は当該事業者と同種
若しくは類似の商品若しくは役務を供給している他の事業者に係るものよりも取引の
相手方に著しく有利であると一般消費者に誤認される表示であって、不当に顧客を誘
引し、一般消費者による自主的かつ合理的な選択を阻害するおそれがあると認められ
るもの
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⑶　前２号に掲げるもののほか、商品又は役務の取引に関する事項について一般消費者
に誤認されるおそれがある表示であって、不当に顧客を誘引し、一般消費者による自
主的かつ合理的な選択を阻害するおそれがあると認めて内閣総理大臣が指定するもの

２ 　内閣総理大臣は、事業者がした表示が前項第１号に該当するか否かを判断するため必
要があると認めるときは、当該表示をした事業者に対し、期間を定めて、当該表示の裏
付けとなる合理的な根拠を示す資料の提出を求めることができる。この場合において、
当該事業者が当該資料を提出しないときは、第６条の規定の適用については、当該表示
は同号に該当する表示とみなす。

　景品表示法に関する窓口
　　　消費者庁　表示対策課
　　　　〒100-8958　東京都千代田区霞が関３- １- １　中央合同庁舎第４号館
　　　　　ＴＥＬ：03－3507－8800㈹
　　　　消費者庁の景品表示法ホームページ
　　　　http://www.caa.go.jp/representation/index.html
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7．自動車の回送運行許可申請について

　自動車特定整備事業者が行う自動車の回送運行については、自動車検査証の有効期限切れ車両の
引き取りや、車検場への移動の際に一定の要件を満たすことにより許可を受けることができます。
　新たに回送運行許可を希望される方、これまで許可を受けていて引き続き利用される方は、下記
内容を確認のうえ申請書を準備してください。
　なお、具体的な申請先、申請時期、申請要領等は所属の自動車整備振興会にご相談ください。

（１）特定整備に関する回送運行許可を使用できる目的
　　・車検のために自ら特定整備しようとする自動車の引取りのための回送
　　・車検のために自ら特定整備した自動車の引渡しのための回送
　　・自ら特定整備した自動車の車検のための車検場までの回送

（２）許可基準
　　①臨時運行許可に基づく運行実績が申請日前１年間に７台以上あること
　　②臨時運行の目的が以下の回送に限ります。
　　　・車検のために自ら特定整備しようとする自動車の引き取り
　　　・車検のために自ら特定整備した自動車の引渡し
　　　・自ら特定整備した自動車の車検のための車検場までの回送
　　※ 現在、回送運行許可を受けていて引き続き許可申請される場合は、回送運行許可に基づく運

行実績が申請日前の１年間に７台以上の実績があること。
　　　 また、申請日前の２年間及び申請から許可を受けるまでの自動車特定整備事業に関して不利

益処分（行政処分）を受けていないこと。

（３）回送ナンバーの貸与枚数
　　　・事業場ごとに１枚（組）
　
（４）許可期間及び費用
　　・回送運行許可期間　５年を超えない（令和６年12月１日から）期間
　　・回送ナンバーの貸与を受ける手数料　2,050円／月
　　※ 手数料は許可後、回送ナンバーの貸与申請の際、収入印紙での納付となります。
　　　また、回送運行許可証の許可期間をカバーする自賠責保険の加入が必要です。
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（５）許可申請に必要な書類
　　①申請書（第1号様式）
　　② 登記事項証明書（法人の場合）又は住民票（個人の場合）（申請日前３ヶ月以内に発行され

たもの）
　　③ 運転者等に対する法令関係研修計画（第３号様式）
　　④ 社内取扱内規
　　⑤ 管理責任者の配置計画（第４号様式）
　　⑥ 特定整備を業とすること並びに臨時運行許可の実績を証する書面（第９号様式）
　　⑦ 臨時運行許可に基づく運行実績を証する書面
　　　・申請日前１年間で該当する車両７台分の臨時運行許可証（写）
　　　・上記車両７台分の特定整備記録簿（写）
　　　※ 特定整備記録簿にて特定整備を実施した旨の確認をするため、記入漏れ等がないようご注

意ください。
　　⑧ 写真（事業場の外観、内部、許可証及び回送ナンバーの保管場所（施錠可能な書庫等）を撮

影）
　　⑨ 営業所の案内図・平面図（既存の地図の写しに位置を示したもの。営業所内の平面図（許可

証・回送ナンバーの保管庫の所在を明示したもの））

詳しくは、関東運輸局ホームページをご参照ください。
　　　　　　自動車検査・登録・整備　→　自動車の回送運行について
　URL　https://wwwtb.mlit.go.jp/kanto/jidou_gian/touroku/kaisou_unkou.html
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Ⅴ．資料編

１．検査対象車両数、認証工場等の推移

　関東運輸局管内（以下「管内」という。）における検査対象車両数、認証工場数、人口及び世帯
の推移は次のとおりです。

⑴　検査対象車両数の推移＜図Ⅰー１＞

　管内の検査対象車両数（軽自動車を含む。以下に同じ。）は、令和６年３月末現在において、
22,634千台となり、対前年比で49千台の増加になっています。
　これらを各都県別にみても、近年増加傾向となっています。
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〈図Ⅰ－ 1〉　運輸支局別検査対象車両数の推移（各年度末現在）
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⑵　認証工場数、人口、世帯数等の推移〈表Ⅰー１、図Ⅰー２、３〉

①　認証工場数
　管内の認証工場数は、令和６年３月末時点において24,551工場であり、対前年比で167工場
の増加となっています。
　これらを各運輸支局別にみると、神奈川が56工場、千葉が46工場の順で増加していますが、
一方で東京は21工場、群馬は７工場減少となっています。

②　人　口
　管内の人口は、令和６年４月１日時点において44,325千人であり、対前年比で18千人の減少
となっています。
　これらを各運輸支局別にみると、東京の70千人で最も伸び率が高く、次いで神奈川の２千人、
埼玉・千葉の１千人となっています。

③　世帯数
　管内の世帯数は、令和６年４月１日時点において21,275千世帯であり、対前年比で199千世
帯の増加となっています。
　これらを各運輸支局別にみると、東京の110千世帯で最も伸び率が高く、次いで神奈川の66
千世帯、埼玉の56千世帯となっています。

④　認証工場当たり検査対象車両数
　認証工場当たりの検査対象車両数は、管内平均で922台であり、対前年比で３台の減少となっ
ています。
　これらを各運輸支局別にみると、神奈川が1,180台で最も多く、次いで千葉の996台、東京の
923台の順になっており、群馬が764台で最も少ない状況となっています。



―  170  ―

〈表Ⅰ－ 1〉　認証工場数・人口・世帯数等の推移

運　輸
支局別

年度
認　　証
工 場 数

人　　口
（千人）

世 帯 数
（千世帯）

認　証　工　場　当　た　り
検査対象車両数 人　　口 世 帯 数

東　京

R3 4,494 13,995 7,269 915 3,114 1,617 
R4 4,487 14,063 7,383 918 3,134 1,645 
R5 4,466 14,133 7,493 923 3,165 1,678 
増減 ▲ 21 △ 70 △ 110 △ 5 △ 30 △ 32

神奈川

R3 3,209 9,221 4,281 1,205 2,873 1,334 
R4 3,233 9,216 4,308 1,200 2,851 1,333 
R5 3,289 9,218 4,374 1,180 2,803 1,330 
増減 △ 56 △ 2 △ 66 ▲ 20 ▲ 48 ▲ 3

埼　玉

R3 4,489 7,331 3,213 907 1,633 716 
R4 4,534 7,325 3,241 903 1,616 715 
R5 4,578 7,326 3,297 897 1,600 720 
増減 △ 44 △ 1 △ 56 ▲ 6 ▲ 15 △ 5

群　馬

R3 2,338 1,915 810 759 819 346 
R4 2,341 1,924 874 761 822 373 
R5 2,334 1,891 827 764 810 354 
増減 ▲ 7 ▲ 33 ▲ 47 △ 3 ▲ 12 ▲ 19

千　葉

R3 3,628 6,267 2,811 1,001 1,727 775 
R4 3,628 6,269 2,849 1,006 1,728 785 
R5 3,674 6,270 2,889 996 1,707 786 
増減 △ 46 △ 1 △ 40 ▲ 10 ▲ 21 △ 1

茨　城

R3 3,193 2,840 1,199 811 889 376 
R4 3,200 2,828 1,215 812 884 380 
R5 3,222 2,812 1,229 808 873 381 
増減 △ 22 ▲ 16 △ 14 ▲ 4 ▲ 11 △ 2

栃　木

R3 2,039 1,910 803 838 937 394 
R4 2,037 1,922 861 842 944 423 
R5 2,058 1,885 818 834 916 397 
増減 △ 21 ▲ 37 ▲ 43 ▲ 8 ▲ 28 ▲ 25

山　梨

R3 927 800 341 808 863 368 
R4 924 796 345 814 861 373 
R5 930 790 348 811 849 374 
増減 △ 6 ▲ 6 △ 3 ▲ 3 ▲ 12 △ 1

管　内

R3 24,317 44,279 20,727 925 1,821 852 
R4 24,384 44,343 21,076 925 1,819 864 
R5 24,551 44,325 21,275 922 1,805 867 
増減 △ 167 ▲ 18 △ 199 ▲ 3 ▲ 13 △ 2

　注：①　人口及び世帯数は総務省又は各自治体が公表している数。
　　　②　検査対象車両数は軽自動車を含む。
　　　③　認証工場、人口及び世帯数は当該年度末現在の数を示す。
　　　④　増減欄は、対前年比を示す。
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〈図Ⅰ－ 2〉　令和５年度支局別認証工場の対前年比増減数

（単位：工場）

東京 神奈川 埼玉 群馬 千葉 茨城 栃木 山梨
-21 56 44 -7 46 22 21 6

〈図Ⅰ－ 3〉　認証工場当たり検査対象車両数、人口及び世帯数

東京 神奈川 埼玉 群馬 千葉 茨城 栃木 山梨
　 検査対象車両数（台） 923 1,180 897 764 996 808 834 811 
　 人　　　口（人） 3,165 2,803 1,600 810 1,707 873 916 849 
　 世　帯　数 1,678 1,330 720 354 786 381 397 374 

（ 1 目盛500を示す）
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２．関東運輸局管内整備事業の現況

⑴　整備事業の概要

支局別 整備事業 令和元年度末 令和 2年度末 令和 3年度末 令和 4年度末 令和 5年度末

東　京

認証 4,560 4,526 4,494 4,487 4,466 
認定 134 133 129 128 123 
指定 1,313 1,299 1,294 1,280 1,259 

指定／認証 28.8％ 28.7％ 28.8％ 28.5％ 28.2％

神奈川

認証 3,203 3,201 3,209 3,233 3,289 
認定 100 101 101 100 98 
指定 1,060 1,061 1,058 1,055 1,057 

指定／認証 33.1％ 33.1％ 33.0％ 32.6％ 32.1％

埼　玉

認証 4,454 4,461 4,489 4,534 4,578 
認定 88 88 88 89 90 
指定 1,128 1,127 1,131 1,140 1,135 

指定／認証 25.3％ 25.3％ 25.2％ 25.1％ 24.8％

群　馬

認証 2,349 2,341 2,338 2,341 2,334 
認定 70 69 68 68 68 
指定 596 597 595 598 597 

指定／認証 25.4％ 25.5％ 25.4％ 25.5％ 25.6％

千　葉

認証 3,619 3,616 3,628 3,628 3,674 
認定 99 100 98 96 95 
指定 1,210 1,206 1,208 1,210 1,209 

指定／認証 33.4％ 33.4％ 33.3％ 33.4％ 32.9％

茨　城

認証 3,168 3,177 3,193 3,200 3,222 
認定 72 71 71 71 71 
指定 817 825 826 827 824 

指定／認証 25.8％ 26.0％ 25.9％ 25.8％ 25.6％

栃　木

認証 2,036 2,039 2,039 2,037 2,058 
認定 67 66 64 65 65 
指定 590 593 593 589 589 

指定／認証 29.0％ 29.1％ 29.1％ 28.9％ 28.6％

山　梨

認証 923 923 927 924 930 
認定 41 42 41 41 41 
指定 250 251 249 248 243 

指定／認証 27.1％ 27.2％ 26.9％ 26.8％ 26.1％

局　計

認証 24,312 24,284 24,317 24,384 24,551 
認定 671 670 660 658 651 
指定 6,964 6,959 6,954 6,947 6,913 

指定／認証 28.6％ 28.7％ 28.6％ 28.5％ 28.2％

全国計

認証 91,644 91,530 91,790 91,944 92,329 
認定 2,750 2,709 2,608 2,571 2,539 
指定 30,108 30,117 30,118 30,144 30,012 

指定／認証 32.9％ 32.9％ 32.8％ 32.8％ 32.5％

局／全国
認証 26.5％ 26.5％ 26.5％ 26.5％ 26.6％
認定 24.4％ 24.7％ 25.3％ 25.6％ 25.6％
指定 23.1％ 23.1％ 23.1％ 23.0％ 23.0％
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⑵　整備主任者の選任状況の推移

項目
支局別 令和元年度末 令和 2年度末 令和 3年度末 令和 4年度末 令和 5年度末

東　京 12,369 12,228 11,967 11,941 11,751 

神奈川 8,472 8,403 8,198 8,221 8,252 

埼　玉 10,207 10,142 10,128 10,150 10,286 

群　馬 5,217 5,192 5,152 5,159 5,149 

千　葉 9,493 9,510 9,485 9,413 9,377 

茨　城 6,843 6,783 6,636 6,692 6,653 

栃　木 4,613 4,512 4,423 4,376 4,395 

山　梨 1,935 1,911 1,930 1,922 1,911 

局　計 59,149 58,681 57,919 57,874 57,774 

全国計 222,278 220,407 218,513 218,789 218,600 

局／全国（％） 26.6％ 26.6％ 26.5％ 26.5％ 26.4％

⑶　 自動車特定整備事業（新規・廃止）状況の推移

項　目

支局別

令和元年度末 令和 2年度末 令和 3年度末 令和 4年度末 令和 5年度末

新規 廃止 新規 廃止 新規 廃止 新規 廃止 新規 廃止

東　京 32 99 52 87 44 76 58 64 63 82

神奈川 41 50 44 46 53 46 60 36 107 51

埼　玉 54 57 64 58 76 48 70 26 102 58

群　馬 29 34 23 31 31 34 46 43 32 40

千　葉 51 58 48 51 61 49 53 52 85 39

茨　城 34 39 32 23 40 24 35 28 51 29

栃　木 19 27 25 22 30 30 25 29 35 16

山　梨 15 11 10 10 14 10 7 10 15 9

局　計 275 375 298 328 349 317 354 288 490 324 
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⑷　認証 1工場当たりの検査対象車両数の推移

年度
支局別 令和元年度末 令和 2年度末 令和 3年度末 令和 4年度末 令和 5年度末

東　京

認　証　工　場　数 4,560 4,526 4,494 4,487 4,466 

検 査 対 象 車 両 数 4,109,482 4,106,128 4,110,915 4,118,127 4,124,096 

1 工場当たり車両数 901 907 915 918 923 

神奈川

認　証　工　場　数 3,203 3,201 3,209 3,233 3,289 

検 査 対 象 車 両 数 3,838,258 3,855,121 3,865,500 3,880,004 3,881,785 

1 工場当たり車両数 1,198 1,204 1,205 1,200 1,180 

埼　玉

認　証　工　場　数 4,454 4,461 4,489 4,534 4,578 

検 査 対 象 車 両 数 4,039,302 4,057,851 4,073,414 4,093,418 4,107,892 

1 工場当たり車両数 907 910 907 903 897 

群　馬

認　証　工　場　数 2,349 2,341 2,338 2,341 2,334 

検 査 対 象 車 両 数 1,772,118 1,774,039 1,773,823 1,780,893 1,784,822 

1 工場当たり車両数 754 758 759 761 765 

千　葉

認　証　工　場　数 3,619 3,616 3,628 3,628 3,674 

検 査 対 象 車 両 数 3,603,253 3,622,043 3,632,520 3,650,249 3,662,875 

1 工場当たり車両数 996 1,002 1,001 1,006 997 

茨　城

認　証　工　場　数 3,168 3,177 3,193 3,200 3,222 

検 査 対 象 車 両 数 2,580,325 2,588,133 2,589,494 2,598,567 2,605,066 

1 工場当たり車両数 814 815 811 812 809 

栃　木

認　証　工　場　数 2,036 2,039 2,039 2,037 2,058 

検 査 対 象 車 両 数 1,702,676 1,706,770 1,708,908 1,715,352 1,717,680 

1 工場当たり車両数 836 837 838 842 835 

山　梨

認　証　工　場　数 923 923 927 924 930 

検 査 対 象 車 両 数 744,440 747,311 748,707 751,890 754,789 

1 工場当たり車両数 807 810 808 814 812 

局　計

認　証　工　場　数 24,312 24,284 24,317 24,384 24,551 

検 査 対 象 車 両 数 22,389,854 22,457,396 22,503,281 22,588,500 22,639,005 

1 工場当たり車両数 921 925 925 926 922 

注：検査対象車両数は軽自動車を含む
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⑸　関東運輸局管内認証工場数等の推移
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3 ．関東運輸局管内自動車保有車両数

用
途
別

運輸支局
　　　 業態別

車種別
関東運輸局計

東　　京　　支　　局 神　奈　川　支　局

品　川 足　立 練　馬 多　摩 八王子 計 横　浜 川　崎 相　模 湘　南 計

貨
　
　
　
　
　
物

普　通　車

自 427,236 10,433 23,100 8,741 12,918 9,811 65,003 23,230 7,434 15,679 12,395 58,738

営 287,589 11,481 25,081 7,521 8,710 5,458 58,251 17,922 5,867 14,077 8,831 46,697

計 714,825 21,914 48,181 16,262 21,628 15,269 123,254 41,152 13,301 29,756 21,226 105,435

小
　
型
　
車

四　輪

自 1,020,394 47,505 67,082 44,125 44,983 22,789 226,484 77,356 22,774 37,236 34,191 171,557

営 29,398 3,169 5,193 2,266 1,331 580 12,539 2,041 530 1,180 675 4,426

計 1,049,792 50,674 72,275 46,391 46,314 23,369 239,023 79,397 23,304 38,416 34,866 175,983

三　輪

自 238 22 29 21 11 5 88 2 0 7 17 26

営 31 8 14 6 0 0 28 0 0 0 0 0

計 269 30 43 27 11 5 116 2 0 7 17 26

被けん引車

自 9,023 147 176 55 101 128 607 358 78 316 230 982

営 45,457 4,512 3,203 42 168 545 8,470 8,220 1,634 862 475 11,191

計 54,480 4,659 3,379 97 269 673 9,077 8,578 1,712 1,178 705 12,173

軽自動車
四　輪 1,942,203 53,986 63,974 52,898 76,250 48,080 295,188 111,629 28,512 66,223 74,928 281,292

三　輪 341 19 13 11 22 13 78 27 6 20 11 64

貨　物　車　計 3,761,910 131,282 187,865 115,686 144,494 87,409 666,736 240,785 66,835 135,600 131,753 574,973

乗
　
　
　
合

普 通 車
乗車定員
30名以上

自 5,894 162 257 125 247 213 1,004 426 177 225 164 992

営 28,958 1,771 2,429 1,780 1,754 1,206 8,940 2,943 1,159 1,023 1,076 6,201

計 34,852 1,933 2,686 1,905 2,001 1,419 9,944 3,369 1,336 1,248 1,240 7,193

小 型 車
乗車定員

11名以上29名以下

自 21,596 668 741 600 955 509 3,473 1,475 378 803 763 3,419

営 7,129 454 591 317 476 193 2,031 296 69 233 187 785

計 28,725 1,122 1,332 917 1,431 702 5,504 1,771 447 1,036 950 4,204

乗合車合計 63,577 3,055 4,018 2,822 3,432 2,121 15,448 5,140 1,783 2,284 2,190 11,397

乗
　
　
　
用

普　通　車

自 6,919,697 420,515 314,676 314,638 398,069 166,596 1,614,494 642,949 177,133 234,063 259,469 1,313,614

営 22,380 4,774 5,925 3,498 869 176 15,242 1,724 368 270 246 2,608

計 6,942,077 425,289 320,601 318,136 398,938 166,772 1,629,736 644,673 177,501 234,333 259,715 1,316,222

小　型　車

自 5,369,678 150,121 184,644 164,575 289,687 135,662 924,689 448,762 112,359 203,622 218,690 983,433

営 51,816 5,183 11,116 8,219 3,887 677 29,082 5,047 1,406 816 1,261 8,530

計 5,421,494 155,304 195,760 172,794 293,574 136,339 953,771 453,809 113,765 204,438 219,951 991,963

軽　自　動　車 5,253,468 55,818 97,329 68,740 193,731 147,793 563,411 273,305 55,277 201,991 225,741 756,314

乗　用　車　計 17,617,039 636,411 613,690 559,670 886,243 450,904 3,146,918 1,371,787 346,543 640,762 705,407 3,064,499

特
種
（
殊
）
用
途

普　通　車

自 242,359 9,778 15,189 8,587 10,943 7,062 51,559 18,472 5,648 8,383 8,946 41,449

営 103,899 3,404 6,609 2,603 4,965 2,652 20,233 6,645 3,544 5,671 3,316 19,176

計 346,258 13,182 21,798 11,190 15,908 9,714 71,792 25,117 9,192 14,054 12,262 60,625

小　型　車

自 44,404 1,851 2,772 1,549 2,166 1,263 9,601 3,263 786 1,578 1,723 7,350

営 4,578 304 1,070 339 250 105 2,068 411 80 158 125 774

計 48,982 2,155 3,842 1,888 2,416 1,368 11,669 3,674 866 1,736 1,848 8,124

大型特殊車

自 64,893 3,656 5,470 714 2,055 1,662 13,557 6,306 2,123 2,475 2,069 12,973

営 627 0 102 2 0 12 116 9 6 5 2 22

計 65,520 3,656 5,572 716 2,055 1,674 13,673 6,315 2,129 2,480 2,071 12,995

軽　自　動　車 40,680 1,924 2,508 1,716 1,952 1,104 9,204 3,610 943 1,558 1,619 7,730

特種（殊）用途車計 501,440 20,917 33,720 15,510 22,331 13,860 106,338 38,716 13,130 19,828 17,800 89,474

二
輪
車

小型二輪車 695,039 44,510 39,158 42,615 42,004 20,369 188,656 68,634 18,711 25,702 28,395 141,442

軽 二 輪 車 805,709 74,603 66,378 84,332 60,174 22,120 307,607 92,618 23,611 35,040 34,103 185,372

二 輪 車 計 1,500,748 119,113 105,536 126,947 102,178 42,489 496,263 161,252 42,322 60,742 62,498 326,814

総　 合　 計 23,444,714 910,778 944,829 820,635 1,158,678 596,783 4,431,703 1,817,680 470,613 859,216 919,648 4,067,157

登録自動車数 14,707,274 679,918 675,469 570,323 784,545 357,304 3,067,559 1,267,857 343,553 528,682 554,851 2,694,943

検査自動車数 15,402,313 724,428 714,627 612,938 826,549 377,673 3,256,215 1,336,491 362,264 554,384 583,246 2,836,385

軽自動車数 8,042,401 186,350 230,202 207,697 332,129 219,110 1,175,488 481,189 108,349 304,832 336,402 1,230,772
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（令和６年３月末）
埼　　玉　　支　　局 群馬

支局

千　　葉　　支　　局 茨　城　支　局 栃　木　支　局 山梨
支局大　宮 熊　谷 春日部 所　沢 計 千　葉 野　田 習志野 袖ヶ浦 計 水　戸 土　浦 計 宇都宮 佐　野 計

22,543 18,618 19,167 18,863 79,191 38,762 32,768 11,413 13,198 16,662 74,041 27,127 33,466 60,593 25,461 12,398 37,859 13,049

18,464 12,790 16,160 15,217 62,631 19,932 16,538 8,006 12,088 7,154 43,786 12,560 19,134 31,694 12,010 6,404 18,414 6,184

41,007 31,408 35,327 34,080 141,822 58,694 49,306 19,419 25,286 23,816 117,827 39,687 52,600 92,287 37,471 18,802 56,273 19,233

62,837 31,407 36,878 44,550 175,672 69,027 70,521 26,458 31,820 39,926 168,725 56,735 57,382 114,117 49,567 18,904 68,471 26,341

2,006 549 1,271 1,112 4,938 878 1,286 539 1,063 531 3,419 849 1,016 1,865 710 267 977 356

64,843 31,956 38,149 45,662 180,610 69,905 71,807 26,997 32,883 40,457 172,144 57,584 58,398 115,982 50,277 19,171 69,448 26,697

11 11 1 9 32 20 10 1 2 5 18 15 19 34 10 6 16 4

0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 2 0 0 0 0 0 0 1

11 11 1 9 32 20 11 1 2 6 20 15 19 34 10 6 16 5

368 466 354 313 1,501 824 728 535 387 380 2,030 562 760 1,322 765 597 1,362 395

751 1,269 1,183 1,118 4,321 2,963 2,444 674 2,063 2,307 7,488 4,612 3,448 8,060 1,576 623 2,199 765

1,119 1,735 1,537 1,431 5,822 3,787 3,172 1,209 2,450 2,687 9,518 5,174 4,208 9,382 2,341 1,220 3,561 1,160

81,560 99,633 55,933 81,923 319,049 187,465 129,644 44,378 49,077 96,898 319,997 133,077 136,055 269,132 116,828 44,064 160,892 109,188

16 17 11 24 68 25 16 7 3 6 32 10 11 21 24 2 26 27

188,556 164,760 130,958 163,129 647,403 319,896 253,956 92,011 109,701 163,870 619,538 235,547 251,291 486,838 206,951 83,265 290,216 156,310

284 202 156 242 884 326 358 222 343 418 1,341 297 375 672 345 147 492 183

1,356 731 670 1,294 4,051 797 2,117 591 1,343 685 4,736 1,182 1,239 2,421 964 308 1,272 540

1,640 933 826 1,536 4,935 1,123 2,475 813 1,686 1,103 6,077 1,479 1,614 3,093 1,309 455 1,764 723

1,131 972 665 1,101 3,869 1,852 1,314 652 885 1,065 3,916 920 1,441 2,361 1,212 563 1,775 931

213 268 151 363 995 421 476 159 232 296 1,163 379 539 918 427 130 557 259

1,344 1,240 816 1,464 4,864 2,273 1,790 811 1,117 1,361 5,079 1,299 1,980 3,279 1,639 693 2,332 1,190

2,984 2,173 1,642 3,000 9,799 3,396 4,265 1,624 2,803 2,464 11,156 2,778 3,594 6,372 2,948 1,148 4,096 1,913

406,110 228,601 224,760 302,998 1,162,469 458,068 379,244 214,277 281,239 182,428 1,057,188 317,238 359,205 676,443 322,125 136,878 459,003 178,418

282 108 117 184 691 362 940 237 445 118 1,740 602 452 1,054 397 71 468 215

406,392 228,709 224,877 303,182 1,163,160 458,430 380,184 214,514 281,684 182,546 1,058,928 317,840 359,657 677,497 322,522 136,949 459,471 178,633

315,301 215,809 188,583 264,650 984,343 400,437 326,109 177,133 211,226 169,107 883,575 287,095 337,838 624,933 291,176 125,104 416,280 151,988

2,169 533 960 1,181 4,843 1,044 1,704 926 1,500 790 4,920 800 678 1,478 965 338 1,303 616

317,470 216,342 189,543 265,831 989,186 401,481 327,813 178,059 212,726 169,897 888,495 287,895 338,516 626,411 292,141 125,442 417,583 152,604

282,258 309,860 206,711 298,646 1,097,475 527,839 347,281 161,030 164,520 235,582 908,413 332,170 365,061 697,231 315,078 155,778 470,856 231,929

1,006,120 754,911 621,131 867,659 3,249,821 1,387,750 1,055,278 553,603 658,930 588,025 2,855,836 937,905 1,063,234 2,001,139 929,741 418,169 1,347,910 563,166

12,888 8,488 8,955 11,212 41,543 16,556 16,649 6,830 8,707 8,536 40,722 12,533 13,537 26,070 11,507 4,750 16,257 8,203

7,332 3,822 5,829 6,380 23,363 5,734 6,473 2,877 5,572 3,120 18,042 5,214 5,435 10,649 3,480 1,388 4,868 1,834

20,220 12,310 14,784 17,592 64,906 22,290 23,122 9,707 14,279 11,656 58,764 17,747 18,972 36,719 14,987 6,138 21,125 10,037

2,249 1,713 1,385 1,995 7,342 3,260 3,021 1,163 1,405 1,656 7,245 2,335 2,513 4,848 2,320 899 3,219 1,539

237 86 57 140 520 203 267 68 78 84 497 128 84 212 151 40 191 113

2,486 1,799 1,442 2,135 7,862 3,463 3,288 1,231 1,483 1,740 7,742 2,463 2,597 5,060 2,471 939 3,410 1,652

2,489 2,205 1,917 2,064 8,675 4,570 4,582 1,134 2,404 3,563 11,683 3,168 2,521 5,689 3,596 1,139 4,735 3,011

13 23 5 20 61 20 89 11 114 34 248 42 45 87 51 16 67 6

2,502 2,228 1,922 2,084 8,736 4,590 4,671 1,145 2,518 3,597 11,931 3,210 2,566 5,776 3,647 1,155 4,802 3,017

2,280 1,576 1,559 1,671 7,086 3,153 2,021 1,215 1,241 1,324 5,801 1,754 1,758 3,512 1,723 778 2,501 1,693

27,488 17,913 19,707 23,482 88,590 33,496 33,102 13,298 19,521 18,317 84,238 25,174 25,893 51,067 22,828 9,010 31,838 16,399

37,489 23,264 20,178 31,348 112,279 40,284 33,443 18,156 24,687 15,821 92,107 27,704 31,946 59,650 31,678 11,942 43,620 17,001

40,062 21,784 15,267 33,094 110,207 33,324 20,417 13,087 21,152 15,399 70,055 21,631 23,332 44,963 28,548 7,448 35,996 18,185

77,551 45,048 35,445 64,442 222,486 73,608 53,860 31,243 45,839 31,220 162,162 49,335 55,278 104,613 60,226 19,390 79,616 35,186

1,302,699 984,805 808,883 1,121,712 4,218,099 1,818,146 1,400,461 691,779 836,794 803,896 3,732,930 1,250,739 1,399,290 2,650,029 1,222,694 530,982 1,753,676 772,974

859,034 528,671 509,224 675,006 2,571,935 1,026,056 867,639 453,906 576,114 438,866 2,336,525 734,393 841,127 1,575,520 728,815 310,970 1,039,785 394,951

896,523 551,935 529,402 706,354 2,684,214 1,066,340 901,082 472,062 600,801 454,687 2,428,632 762,097 873,073 1,635,170 760,493 322,912 1,083,405 411,952

406,176 432,870 279,481 415,358 1,533,885 751,806 499,379 219,717 235,993 349,209 1,304,298 488,642 526,217 1,014,859 462,201 208,070 670,271 361,022
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4 ．自動車特定整備事業の認証申請等の提出書類
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5 ．自動車検査証の有効期間及び定期点検の間隔に関する整理表



令和６年度　整備主任者業務の手引き
　　令和６年９月　発　行

　　　発　行　者　自動車整備振興会関東ブロック連絡協議会

常任幹事　新　井　直　樹
東京都渋谷区本町4－16－4

電話03（5365）2311
定価　900円（税込価格）

 禁無断転載不許複製 


